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Ⅰ　はじめに
本論は、ブラジルの果物栽培農家の営農に関する人々の選択プロセスを分析するこ
とにより、ネオリベラリズム的経済に対立するとアプリオリに想定されてきた世帯経
済の世帯主である農家の経営戦略と戦術をとらえなおすものである。
ネオリベラリズムとは、「強力な私的所有権、自由市場、自由貿易を特徴とする制度
的枠組みの範囲内で個々人の企業活動の自由とその能力とが無制限に発揮されること
によって人類の富と福利が最も増大する、と主張する政治経済的実践の理論」［ハー
ヴェイ　2007a：10］である。D.ハーヴェイによれば、ネオリベラリズムが広く受け入
れられたのは「自由（liberal）」という普遍的価値を流用したからであるが、その自由は、
「国家が私企業への規制をやめ、社会福祉から手を引き、市場の自由と市場倫理をより
いっそう普遍化」したものであり、富の集中や「略奪による蓄積」のための自由でしか
なかった［ハーヴェイ　2007a：256］。このような批判は、普遍的価値に訴えること自
体に欠陥があるゆえにそれを放棄する誘惑にかられるが、権利という領域をネオリベ
ラリズムの支配にゆだねてしまっては元も子もないと、ハーヴェイは述べている［ハー
ヴェイ　2007a：246］。そして、そのことは、ネオリベラリズムと結びついた新保守主
義の唱える「道徳性」についても同様だという。ハーヴェイは、道徳共同体や道徳経済
［モラルエコノミー］という理念は、平等や社会的公正という諸権利を希求する進歩的
運動と無縁ではなく、今日、「略奪による蓄積」と闘っている運動の多くは、オルタナ
ティブな社会関係の希求をモラルエコノミーの理念によって表していると述べている
［ハーヴェイ　2007a：281］。
本論も、ネオリベラリズムが支配的な状況下での「モラルエコノミー」という理念
の希求に着目したいと思う。ただし、ネオリベラリズムが自由という概念を、ローカ
ルな価値を否定するために普遍化したように、そこで希求される平等や社会的公正と
いう概念を普遍化するのではなく、現地における個別的実践でのそれらの意味を問う
ことによって、思想と実践との緊張関係をローカルな次元で説明する必要がある。
本論の舞台となるブラジルでは、慢性的なインフレや債務危機を打開するためネオ
リベラリズム的経済政策に転じ、その一環として1985年に農業自由化政策を導入し
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た。農業の自由市場化が徐々にブラジル農村社会に浸透した結果、中小規模農場の破
産や農業協同組合（以下、農協）は経営が破綻するに至る［佐野　2012］。グローバル
な競争圧力にさらされるブラジルの農家は、ハイパーインフレにその場しのぎで対応
することしかできず、ネオリベラリズムという大きな圧力にまとまって抵抗する組織
力や体力を持ち得なかったと、ラテンアメリカ経済学者の西島章次らは分析している
［西島　2002b, 佐野　2008, 田中　2012］。
本論でとりあげるブラジル、サンパウロ州ピラール・ド・スール市（以下、ピラー
ル）の果物栽培農家もまた、ネオリベラリズムによる変化に抗うことができないま
ま、そのシステムの要請に応じる形で営農する人々であるかのようにみえる。彼ら
は、1950年頃からコチア産業組合（Cooperativa Agrícola de Cotia）や南伯農業協同組合
（Cooperativa Agrícola Sul Brasil、以下、スール・ブラジル）といった農協に関わり、農
家間の連帯性に依拠しつつ果物栽培を中心とした営農をしてきた。しかし、1994年に
二つの農協が経営破綻したことを契機に、ピラールの果物栽培農家は、個々人の利潤
追求を目指す個人主義的営農をするようになった。
ネオリベラリズムの影響力についてのハーヴェイの定義に即せば、かつて平等主義
的な連帯（農協）に身を置き営農していたピラールの果物栽培農家は、ネオリベラリ
ズムの影響を受けて社会的連帯をはぎとられ抵抗力を失ったかのようにみえる。しか
し、ピラールの果物栽培農家は個人主義的営農をしながらも、経営破綻に追い込まれ
た農協を改めて編成し、農家間の調停による連帯の立て直しをはかったのである。
ネオリベラリズム的経済が世帯経済に浸透していく状況下で生きる人々は、どのよ
うな選択をしているのだろうか。ピラールにおける果物栽培農家の経営戦略を事例に、
「ネオリベラリズム的経済とこれに従属する世帯経済」という、従来、アプリオリに想
定されてきた対立の構図をとらえなおすことが、本論の目的である。
Ⅱ　先行研究
本論でとりあげる「農家」とは、どのような人々なのだろうか。農民研究の発端となっ
たのは、1950年代にR.レッドフィールドが、国家という上位のシステムに包摂された
「農民」に注目することにより、人類学的分析・考察の対象を、従来の「未開社会」から
「複合社会」へと変化させてきたことである［レッドフィールド　1955］。農民社会は
グローバル市場や国民国家といった「大きな全体」により包摂された複合社会であり、
部分社会として農民社会を理解することは不適切だとして、レッドフィールドは「農
民」（peasant）を対象に人類学的研究に乗り出したのである。
レッドフィールドによる、未開社会研究から農民社会研究への研究対象の移行を背
景に、農民経済に関して重要な議論を展開したのが、E.ウルフである。ウルフは、「農
民」（peasant）と農業経営者（farmer）を明確に区別したうえで、世帯を単位とした世帯
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経済と市場経済の関係性から、農民文化（peasantry）や農民経済システムのダイナミ
ズムを論じている。
１　農民と区別される農業経営者
「農民」とは、生計の手段として農耕に従事し、土地を効果的に管理し家政を管理す
る農業生産者
4 4 4
（強調は引用者）であり、経済的な意味における企業運営をする「農業経
営者」は農民ではないとするのが、ウルフによる農民の定義である。農民は経済行為
者でありながら一家の長であり、経済活動の単位（生産組織でありながら消費単位で
もある）としての家庭、本論でいう「世帯」を保有する。農民の有力支配者との社会関
係は、従属と支配の関係ではあるが、これは同時に共同体の独立性を強める。一方、農
業経営者が運営する完全に資本化された「農園」には農民はいない。そこにあるのは
雇用関係のみであり、雇用するのは農業経営者であり、雇用されるのは農業労働者だ。
農業労働者は、農民のように有力支配者との従属関係にない一方で、世帯の長として
の自立性も持たない。このため、農園が共同体との境界を保てない状況を、ウルフは
「農民への威嚇」［ウルフ　1972：19］と呼び、相互に侵犯しない関係性を維持するこ
との有益性を指摘する。なぜなら、世帯を単位とした余剰などの農民経済における利
潤と、農業経営体の拡張や資本の最大化といった資本主義経済における利潤とは一致
しないためだ。つまり、農民経済は農民にとって長期的な生活保障となる社会関係に
もとづき成り立っているため、社会関係を無視すればたちまち生きていけなくなるの
である［ウルフ　1972、1982］。生存維持のための社会関係を結ぶという点で、ウルフ
のいう農民はJ.スコットのいうモラルエコノミーと軌を一にするといえる［スコット
　1999］。
また、ウルフは農民共同体の内部・外部の関係について、農民自身による生産増加
／消費削減の二つの戦略的アプローチを分析することにより、農民から農業経営者へ
の移行プロセスを以下のように描く。生産増加により、有力支配者（特に共同体外部
の場合が多い）の権力の弱体化が促され、次第に富裕な農民が伝統的様式を侵害しは
じめ、隣人をないがしろにして私腹を肥やし、伝統的社会結合を弱めることで農業経
営者になりあがる。他方で、共同体外部での購入を切り詰め、不可欠な品目のみ購買
する消費削減に取り組むことにより、農民は伝統的生活に執着し、「危なっかしい均衡
をそこなう」要求や圧力の侵入を防ぐのである［ウルフ　1972：26］。農民の生活を支
配する大きな社会秩序の強弱によって、農民は生産増加／消費削減のいずれか一つに
頼り時には同時に両方を使い分ける。そして農民は、生産増加の探求と消費削減の狭
間に置かれるという根本的ディレンマの解決を求めて二極を絶え間なく動く「動的状
態」（dynamic state）にあると、ウルフは指摘する［ウルフ　1972、1982］。
一方、ブラジル・アマゾンの農民経済の流動性をとらえたM.ハリスは、この近代農
民のディレンマに関するウルフの議論を批判する。ウルフを始めとする従来の農民研
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究は「世帯」を単位として利潤追求（あるいは生存維持）を志向した経済活動をとら
えてきたが、農民の「世帯」は農民以外の階層と社会関係を結ぶ広範なものであるた
め、「世帯」は生産者や消費者の基本単位としてのユニットではないというものである
［Harris　2005］。経済合理的な戦略や価値体系が、農民文化における「本質」（essence）
を変えてしまうのではなく、むしろ二つの相互作用により共同体の閉鎖性を強めると
いう点では、ウルフと一致する。だが、農業経営者は農民の生産性を利用する一方で、
農民はこれに応じながらも経済戦略を多様化することによって生き残りをかけている
とハリスは指摘する。ただし、政治的・経済的・社会的状況の変化に伴い、農民は自由
自在に対応しきれているのか、そして農民経済が「世帯」を単位として機能しないの
であれば、どうすればウルフのいう農民のディレンマや動的状態をとらえられるのか、
という点についてハリスは言及していない。
そもそも、農村コミュニティ内に視点を限るだけで農民の対応や判断を分析するの
は妥当だろうか。石川登［1993］による先駆的な農民研究のレビューは、それが以下の
点で問題含みであることを指摘している。
スチュワードと教え子のウルフらによるプエルトリコにおける農業労働者研究に始
まるコミュニティ研究は先駆的であり、過小評価されるべきではない。しかし、その
研究のきっかけとなったニューヨークへのプエルトリコ人の流入をもたらした労働移
動は視野に入れられていなかった［米山　1979：260、qtd in石川　1993：55］。労働移
動を視野に入れた農民研究はその後進み、近代化論、歴史－構造アプローチ、接合論と、
先行研究が依拠するパラダイムの問題を批判し乗り越えようとするなか発展してき
た。しかし労働市場と農民コミュニティという二つの生活領域を複眼的にとらえるこ
とは容易ではなく、どちらかが焦点からずれてしまう傾向にある［石川　1993：59］。
同様の問題は、ブラジルの農業研究においても顕著である。先行研究を担う経済学
者らの視点は、（歴史－構造アプローチと同様）ほとんどがマクロ経済からのものであ
り、そこにおいて農業従事者はネオリベラリズムという大きなうねりに翻弄されるし
かない存在として描かれる。一方、ハリスの議論は農民経済をコミュニティのレベル
で詳細に観察・分析したものだが、より政治経済的状況が農民にどのように影響を与
えているかだけでなく、彼らがそれをどう捉え、どう行動を選択しているか、という
点に関しては、多くを語らない。
以下で筆者がとりあげる果物栽培農家の事例は、現在のネオリベラリズム的経済と
農家というアクターの、二つの領域双方を同時に視野に入れることによって初めて意
味を成す。先述したウルフの定義に即せば、たしかにピラールの果物栽培農家は農業
労働者から農業経営者になりあがった人々である。しかし、彼らが農業経営者間の調
停を志向し主体的に農協を編成・利用しているという状況を鑑みると、ネオリベラリ
ズムの影響を受け完全に農業経営者として個人化された人々であると位置づけるのは
早急である。ネオリベラリズム的政策にもとづき経済合理的な選択を迫られながらも、
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あえて連帯を創出しようとする農業経営者たちの選択が、一連のプロセスのなかで行
われているととらえることによって、「マクロ－ミクロ」を複眼的にみる必要がある。
ピラールの農業経営者たちはなぜ、自己の利益の最大化を志向するだけでなく、農
協の利用による調停を行うのか。それを理解するには、個々の農業経営者のコミュニ
ティにおける行動のみならず、彼らがおかれている、マクロな経済的・社会的状況を
みておく必要がある。そこで次に、ブラジル農業経済の変遷を紹介しながら、ピラー
ルの中小規模農業の展開過程を説明する。
２　ブラジル、ピラールにおける中小規模農業の展開
ハリスによれば、アマゾンの農民は「過去の記憶がない人々」［Harris　2005：431］、
すなわち前植民地的背景のない人々であるが、かわりに植民地経済の恩恵（輸出商品
の採集や生産による収益）を直接的に得られた。また、都市市場への商品販売のため
農民はアマゾン川を往来する「旅人」（traveller）［Harris　2005：432］になるという事
例から、農民は市場・取引相手を自由に選択できる意思決定者であるため、隣接世帯
とは多少異なる経済的対応をする。そのうえで、農民の世帯経済と市場経済における
動態的かつハイブリッド的な戦略はグローバル経済の展開のなかで多様化し、個々人
の選択肢も増えると指摘する［Harris　2005：436］。したがって、植民地にはじまるブ
ラジル農業史においては「伝統的」共同体なる前提がもはや想定できないことが理解
できよう。
ここでいう「伝統的」なるものの代替物として、ブラジル政府は1930年代にポピュ
リズムにもとづく農業保護政策を実施することにより、植民地期にさかのぼるプラン
テーション農業における大農場主の権力基盤を崩し、国民の保護を目指した。具体的
には、土地所有の不平等を是正することによる社会的安定を実現するため農業保護政
策を促進した。また、中小規模農家の連帯構築を擁護するため組合法を制定し（1932
年）、組合組織の活動を保護の対象とした。当時、ジャガイモ、トマト、レタスなどの
野菜生産に従事したサンパウロ在住の日本人移民が共同出荷や資材購買を目的に設立
した生産組合「コチア産業組合」と「スール・ブラジル」は、中小規模農家の支持を得
て、青果物（カキやブドウ、モモなど）の取扱品目の多様化やピラールを含むブラジル
農村各地で支店や事業所の開設など、事業規模を徐々に拡大した［吉村　2015：141］。
しかし、農業保護政策は失敗した。アメリカ経済に従属的立場をとった大農場主の
発言力を抑止できず、ブラジル農村における社会的・政治的・経済的統合を達成でき
なかったのである。さらに、慢性的なインフレや累積債務を解決するため、諸機関の
民営化や規制緩和、農作物の物価凍結、金融の自由化などを通してラテンアメリカ市
場の世界経済への拡大（自由市場化）を提案した、ネオリベラリズム的経済政策を導
入することになった。結果として、ブラジルの農家はネオリベラリズムの直接的影響
力を受ける農業経営者（farmer）として、常にグローバルな競争原理に晒されるように
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なった。インフレと自由市場化の煽りを受け、多額の負債を抱えたコチア産業組合と
スール・ブラジルは、1994年に債務不履行に陥り経営破綻した。
コチア産業組合とスール・ブラジルの経営破綻以後、両農協の支店・事業所は融資
や土地分譲事業から撤退するなど事業規模を縮小しつつ、引き続き共同出荷や資材の
共同購入事業を行うことにより、独立経営体として再起をはかった。しかし、網羅的
な事業展開をしてきた農協の拘束力が経営破綻以前よりさらに脆弱化したため、農協
への参加意欲の低下を引き起こした。その結果、独立経営体となった農協の組合員数
は年々少なくなっている 1）。
農家の農協離れに伴い営農の個人主義化が進展するなか、ピラールの農業経営者
は、情報交換の場の形成を目的に、農業に関する最新技術の導入、品種改良 2）、販路等
の情報共有に特化した、APPC（Associação Paulista Produtores de Caqui：パウリスタ柿
生産者協会、以下、APPC）を設立した（2000年）。APPCは、「APPC輸出会社」との業
務提携によるブラジル国内外の市場への共同出荷事業に乗り出し、高品質の果物（柿、
デコポン、アテモヤ、ブドウ、スモモなど）を取り扱う農協になった。つまり、経営破
綻以前の農協が網羅的な事業を行い、農家の依存を高めるような運営をしていたのに
対して、再編成された農協は、情報アクセスに特化した、柔軟性を備えた運営をして
いるのだ。今日ピラールでは、CAPS（Cooperativa Agrícola de Pilar do Sul：旧コチア産
業組合のピラール事業所）、スール・ブラジル（Cooperativa Agrícola Sul Brasil - Pilar do 
Sul：旧スール・ブラジルのピラール事業所）、APPCの3つの農協が併存している［吉
村　2015：142］。
かかる経緯は、経済学的にはネオリベラリズム経済による地域経済の取り込みと破
綻、とまとめられてきた（例えば、佐野聖香［2012］、田中規子［2012］）。しかし、人類
学者の青木恵理子が長く調査を行ってきた二つのフィールドの対極的な事例から示し
たように、ネオリベラリズムの影響や受け取り方は一様ではない。人々が常に一様に
ネオリベラリズムに抑圧されていると主張するネオリベラリズム批判自体にも暴力性
があることに警鐘を鳴らす［青木　2009：330］。この陥穽に留意しつつ、改めてブラ
ジルの農村経済をとりまくマクロな状況とミクロな状況を人類学的に俯瞰すると、以
下のように捉え直すことができる。農業保護政策は、大農場主が農業労働者に土地を
分配して権利（土地所有権）を与えることにより、大農場主の集権的圧力からブラジ
ル農村の「社会」なるものを防衛する政策として機能した。しかし、結局のところ、国
民の「権利と自由」（私的所有、自由市場、自由貿易）を主張するネオリベラリズム的
経済政策の推進により、中小規模の農業経営者や労働者は大農場主にその利益を略奪
されただけでなく、自由競争に晒されたため農家の個人主義化を促進した。すなわち、
ネオリベラリズムはブラジルの農家の世帯経済を社会から切り離そうとしたことによ
り、農村の「社会」なるものを再び危機に晒すようになったといえる。
しかし、ブラジル経済学が想定する「強者－弱者」、あるいは「ネオリベラリズム－
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農家（労働者）」といった対立構図からはみえない、複雑でローカルな倫理に基づいた
選択が、ピラールでは日常的に行われている。ピラールの果物栽培農家が、完全な農
業経営者でもなければ農民でもない「境界的」な耕作者であるという状況を、本論で
紐解いていきたい。
３　本論の視点
以上の先行研究を踏まえて、ピラールの果物栽培農家の「境界」を理解するために、
本論では、様々な歴史・アクターからなる「個人」（農民／農業経営者）と、様々な歴史・
アクターからなる「組織」（農協）の構図に着目する。その際、ウルフによる「農民／
農業経営者」の定義に即して、本論でとりあげるピラールの果物栽培農家をひとまず
農業経営者として―農業経営者の農場を農業経営体としてみるところからはじめ、
個々人の戦略を紐解きながら対立構図をとらえる。
次章から明らかになるように、植民地化にもとづくプランテーション農業にはじま
り、ネオリベラリズム化によって個人主義的な戦略をとる農業経営者は、農協との関
わりを通じて、それでもなおモラルエコノミーと重なるような実践をしている。本稿
でいうモラルエコノミーとは、農民が伝統的村落社会における均衡状態（生存維持水
準を下回らないこと）を志向する経済システムであるとしたスコットの概念に即して
［スコット　1999］、「伝統」なるものなしに、農協を中心に農業経営者間の連帯をつく
る、あるいは連帯の喪失に際して再構築を志向する実践を指す。つまり、ネオリベラ
リズム的経済政策の主導者や「伝統的」コミュニティ内部に限定した人類学的視点か
らはみえない、現地の当事者の視点で、モラルエコノミーと重なるような実践をとら
えなすことが、本論の研究視点である。
利潤追求のための経済合理的な農業経営者であると同時に、モラルエコノミー的実
践者であるということは、どういうことなのだろうか。本論では、ピラールにおける
果物栽培農家個々人の選択プロセスに焦点を当て、「農業経営者／モラルエコノミー
的実践者」の境界を紐解くことにより、「ネオリベラリズム－農家（労働者）」という
対立的状況をとらえなおす。
Ⅲ　「個人」としての、農業経営者の営農プロセス
前章で説明したように、本論では、農業労働者から農業経営者に「なりあがった」ピ
ラールの果物栽培農家個々人の選択に視点を据え、個人と組織（農協）の構図を検討
することにより、ネオリベラリズム経済と世帯経済の対立構図をとらえなおすことが
目的である。そのためには、農業経営体の利潤追求を目指した経営戦略を打ち立てる
「個人」と、農業経営者間の連帯を希求する選択をする「組織（農協）」とを一旦切り分
け、諸選択を「個人／組織」に弁別して両者の構図を論じる必要がある。
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本章ではまず、ピラールの農業経営者へのインタビュー調査をもとに「個人」3）の経
営戦略に焦点を絞り、個々の農業経営体の成り立ちと営農状況を時系列的に説明する
ことにより、個々に利潤追求を志向する営農における選択プロセスを明らかにする。
１　ピラールで農業経営者になるための条件
そもそも、農家はどのようにしてピラールで農業経営者になったのだろうか。ブラ
ジル奴隷解放宣言（1888年）以降、かつてのプランテーションの農業労働者たちは、
農業経営者になる選択ができるようになった。ラテンアメリカ農業労働史研究で知ら
れる西川大二郎によれば、奴隷解放宣言以来、カマラーダ（Camarada、日雇労働者・季
節労働者）やパルセイロ（Parceiro、分益小作人）など、契約期間や賃金の支払い方法
による農業労働者の雇用形態は多様化した［西川　1974］。さらに、ブラジル日本人移
民の生活実践に関する調査を行った大野盛雄と宮崎信江によれば、大農場での雇用労
働により資本をたくわえた農業労働者は、1950年にはすでに農業経営者への転換を
果たしていたという［大野、宮崎　1957］。大野と宮崎の説明に即せば、本論で事例と
してとりあげるピラールの農業経営者たちは、農業労働者から農業経営者への移行期
（1950年以降）、コチア産業組合とスール・ブラジルによる農地仲介事業を頼りに、農
業経営者としてピラールに住みはじめ、徐々に経営規模を拡大した日本人移民である。
筆者が約1年間（2012年4月～ 2013年3月、同年7月～ 9月）ピラールに滞在した
際、日本人移民は果物栽培を中心とした農業経営をしており、個別に利潤追求を目指
す営農をしていた。ピラールの日本人移民に関する史料によれば、日本人移民の大半
の農家（178世帯のうち約110世帯）は、ピラールでの営農開始時点でコチア産業組合
およびスール・ブラジルの組合員として各農協に関わっていた［Associação Cultural 
Desportiva de Pilar do Sul　1995］。ネオリベラリズム的政策への転換以降、農協の経営
破綻や自由市場化に伴い、ピラールの農業従事者は、経営者として利潤追求をしなけ
れば生活が成り立たなくなった。さもなければ、逆に、経営者に雇用される農業労働
者へと地位を下降させかねない。にもかかわらず、農業経営者は農協の再編成に積極
的に関わり、自己の利益のみを最大化するような方向性とは異なる人間関係の構築を
志向している。つまり、ウルフのいう「農園」において、農業経営者個々人が完全に資
本化された選択をしているとはいえない状況にある。そこで筆者は、再編成された農
協の組合員9名の営農プロセスと生産方法、農協への関わり方について、立場（農業経
営者／農協組合員）を切り分け、個々人の選択の仕方を調査した。
ピラールでの日本人移民の営農プロセスについて、1960年代にピラールで営農を
はじめたカズオ（70代後半男性）を例に挙げる。彼はスール・ブラジルを仲介して、自
作農として栃木県からブラジル北東部農村に移住しコショウ栽培により資本を貯えて
（1954年）、1964年にピラールに転住した。コショウ価格下落（1960年頃）による先行
き不安や栃木での農業経験（稲作や野菜栽培）を活かした営農転換を理由に、カズオ
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は、スール・ブラジルが広告を出していたブラジル各地の売地を視察した結果、転住
前の土地を売った金をピラールの一農地の購入費用にすることを決意した。また、カ
ズオによれば、地力や養分、保水量を鑑みて生産効率を上げられることや、比較的物
価変動が少ないことを理由に、コチア産業組合やスール・ブラジルはジャガイモやト
マトを取り扱ってきたため、移住当初すでにピラールでの野菜栽培は盛んだったとい
う。カズオの転住と同時期にピラールの大半の日本人移民が、日本あるいはピラール
以外の地域から農協の仲介を経て、続々と移住・転住をして営農をはじめたのである
［Associação Cultural Desportiva de Pilar do Sul　1995］。
とはいえ、カズオの農場に隣接する農園をもつマルセーロ（50代男性）のように、
ピラールへの移住に際して農協と関わりを持つことなく営農をはじめた農業経営者も
いる。マルセーロは、1930年頃にコーヒー農園の農業労働者として日本からサンパウ
ロ奥地に移住したのち、農業経営者としてサンパウロ大都市近郊農村で野菜・果物栽
培をしていたところ、新聞記事でピラールの農地の売り出し広告をみつけて、1960年
に移住に踏み切った。マルセーロ一家は、ピラール移住以前の市場仲買人との交渉に
より、すでに独自の販路を獲得していたため、農協組合員になる必要性がなかったと
いう。つまり、マルセーロ家は、農業労働者から農業経営者になるだけの資本蓄積を
すでに行なっていた人々であった。このような自立した農業経営体に対し、コチア産
業組合やスール・ブラジルは、彼らを取り込むほどの拘束力を持たなかったというこ
とが理解できる。
しかしながら、ピラールで野菜栽培をする中小規模農場が徐々に増加しつつあった
1970年頃、野菜の物価下落とブドウの取引価格の上昇を契機に農協が果物栽培の普及
に方向転換したことにより、ピラールで営農をはじめた多くの中小規模の農業経営者
は、野菜栽培から果物栽培に転換した。ただし果物栽培においては、植え付けや収穫
に加えて剪定や接ぎ木といった繊細な作業をしなければならないため、野菜栽培（耕
運機やトラクターなどの機械作業）に比べて多くの労働力が必要であった。そこでピ
ラールの農業経営者は、月給制で契約を交わした労働者や、繁忙期（剪定および収穫
時期）にカマラーダの雇用人数を徐々に増やし、果物栽培による収益増大を目指した。
1970年代のブラジル市場におけるブドウの市場取引について、「一度ブドウを出荷し
てしまえば、一年は生活に困らない程度の収益を得られたから、農地代支払いに充て
たりトラクターやトラックを購入したり、あるいは多くの労働者を雇用する農家が出
てきた」と、カズオは証言する。つまりピラールにおいて、現在に至る各農業経営体の
経済的な礎となったのは、農業労働者を雇用し企業運営をする農業経営者が続出した、
野菜栽培から果物栽培への移行期だったと考えられる。
果物栽培への移行を経て1980年代に入ると、ブラジル経済の低迷やネオリベラリズ
ムの煽りを受けて農場や農協の経営破綻が深刻化したことにより、農業労働者は都市
での労働を志向するようになった。また、都市労働者の増加に伴い、ピラールを含む
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サンパウロ大都市近郊の地価は次第に上昇したため、ピラールの中小規模の農業経営
者は農地拡張により出荷量を増やすことよりも、むしろ年間の出荷回数を増やしたり
高品質の商品を出荷したりすることにより、既存の農地で効率的に利益率を高めるよ
うになった。ピラールにおいては、ネオリベラリズムの影響を受けつつも、青果物の
売上高増加により莫大な資本を抱えたコチア産業組合とスール・ブラジルが、出荷回
数の増やし方や良質な果物の生産方法を指導したことにより、農業経営者たちはさら
に農協への依存度を高めていった。
また、農協が影響力を強めるなか、日本での出稼ぎ労働による資本獲得を目指す日
本人移民の農業労働者も出てきた。1980年頃からピラールの野菜・果物栽培農場で月
給制の農業労働をしていたエドゥアルド（40代後半男性）によれば、彼は自作農地を
買うための資金づくりを目的に、農場を辞めて日本での出稼ぎ労働を決め、1990年か
ら1994年までの4年間、富山の工場を転々としながら資金をためてブラジルに帰国し、
ピラールで営農をはじめたという。エドゥアルドは出稼ぎ労働時代を振り返って、「農
業経営者になったら、（農業労働者として）雇われていたときの経験を活かして野菜や
果物づくりをしたかったから、（エドゥアルド自身の）親戚を頼り日本で一生懸命仕事
をした」と語った。1970年代に農業経営者が続出する一方で、1980年代のネオリベラ
リズムの浸透に際して農業労働者もまたアクターとして出稼ぎ労働による資本蓄積と
農地獲得を志向するようになったということが、エドゥアルドの経歴から理解できる。
ピラールの農家の展開プロセスを時系列的にみると、中小規模農場の営農は、牧畜
（大農場主－農業労働者の時代）から野菜栽培（中小規模の農業経営者の出現、農協中
心の時代）、野菜栽培から果物栽培（ブラジル経済の低迷およびネオリベラリズム的自
由市場化の浸透の時代）へと移行してきたことが理解できる。とりわけ野菜栽培から
果物栽培への移行期において、野菜や果物の物価下落と上昇により少量出荷でも収益
が増大し、生活できるだけの十分な収益獲得が見込めること、農協が果物を取扱品目
に加えたこと、中小規模の農地でできることを理由に、ピラールの農家は野菜栽培か
ら果物栽培に切り替えたと考えられる。つまり、個々の農業経営者の営農過程におけ
る、農業経営者の農協への依存性やピラールの生態環境への順応性をみるに、アクター
としての「個人」は自身の農業経営体の利潤追求を目的に経済合理的な選択をしてき
たといえる。
ただし、マルセーロの話によれば、もとより農協は自律的な農業経営体を取り込む
ほどの拘束性を持たなかったため、個々の農業経営者は農協に入るか否かを自由に選
択できたことがわかる。さらにエドゥアルドの事例から、農業労働者が出稼ぎ労働に
出て農業経営者になれたという事例から、農業労働者もまた利潤追求のための選択肢
を持ち得ており、農業経営者になりあがれるチャンスがあったことが理解できる。つ
まり、農協組織の外部者の意思決定は、農協の組織力に絡めとられるものではなかっ
たと考えられる。
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2　品目・品種の選好と農作業の仕方にみる個人主義的な営農
1970年代の果物の物価高騰による野菜栽培から果物栽培への移行以来、現在に至る
までピラールの中小規模農家は、農協組合員／非組合員の別をなくして果物栽培を中
心とした営農を続けてきた。前節に続いて本節では、具体的な営農方法、すなわち果
物（品種）の選好や農作業の仕方に焦点化して、ネオリベラリズム的経済政策の導入
以降の、農業経営者の経営戦略を説明する。
端的に言えば、個々の農業経営者の具体的な営農方法は農業経営体によって異なる。
農協によって情報内容は異なるものの、所属農協が発信する情報は農協組合員だけが
共有できたし、たとえ農協組合員の生産物であっても、農協は取扱品目以外の生産物
を取引しなかった。したがって、農協組合員の事例を中心に着目すれば、組合員は似
たような営農方法をとっているようにみえる。しかし実際は、ネオリベラリズムの影
響を受け自由競争下に置かれ個人主義的営農をはじめたことや、コチア産業組合と
スール・ブラジルの経営破綻を契機に組合員たちが従来の農協の網羅的事業に不信を
抱いたことにより、ピラールで農業経営者になった人々の営農方法は多様化した。以
下では、ピラールで果物栽培をする農業経営者（パウロ、グスターボ、マルセーロ）と
種苗育種に従事する農業経営者（ヴィニシウス）の個別の営農方法を事例に、個々の
農場経営における選択の具体例を紹介する。
土地面積を拡張することなく生産性を維持する・高める果物栽培をするため、カ
ズオの息子パウロ（40代男性）やグスターボ（50代男性）は次のような方法をとる。
1990年頃にカズオの跡を継いだパウロは、大学卒業後、1998年に柿栽培を始めて以来、
あらかじめ木の植え付け間隔を広くすることにより、将来的にその狭間に新たな台木
を植え付けるといった方法で柿作りをする。木の植え付け本数を徐々に増やし老木を
切るというサイクルを繰り返すことにより、一定の品質・生産量を維持できるのであ
る。ゆくゆくは土地面積を広げずに生産量を増やせる、農地を最大限利用した柿専門
農家になりたいと、パウロは語った。一方、グスターボ農場では、樹高（木の丈）を低
くするよう剪定をして、脚立作業を減らしたり、樹高を高くして1本の木の結実数を
増やしたりして、収穫効率を上げようとする。1960年代グスターボの父がピラールに
移住して以来、農地購入に資本を投下し続け、800ヘクタールにまで広げた農場では、
剪定作業により収穫効率を上げた結果、多品目・多品種の果物栽培（柿、ブドウ、スモ
モ、デコポン、アテモヤなど）ができるようになったのである。つまりパウロとグスター
ボは、植栽方法によって生産量をコントロールするといった方法で、特定の果物栽培
の専門性を高めたり、多品目・多品種の栽培により総合性を高めたりすることにより、
個別の効率性を突き詰めて利潤の最大化を目指している。そしてそれは、農協の経営
破綻により効率性を重視した経済合理的な果物栽培をするようになった、ネオリベラ
リズムに従属的な「農業経営者」の選択であるといえる。
利益率を高める方法は、果物の生産性を上げるだけではない。経費削減による作業
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効率化をはかるマルセーロは、近年の最低労働賃金の引き上げに伴い、労働者数を減
らして機械作業による営農をするようになった。例えばマルセーロは、富有柿の市場
価格下落を受けて、次にどの果物をつくるかという計画のないまま、数百本の富有柿
の木を伐採したという。その際、「更地では全く収益にならないから、次になにをつく
るか考えるあいだ、トラクターさえあれば労働者一人で植え付けから収穫までできる、
トウモロコシ、小麦、大豆の輪作をはじめた」とマルセーロはいう。また彼は、「果物
生産に際して最も手間のかかる選果作業をするため、たいていピラールの農家はカマ
ラーダを雇うけれども、ウチは9万ドルかけて選果用の機械を買って賃労働者への支
払いを最小限にしている」と話す。最低労働賃金が今後徐々に引き上げられることを
マルセーロは予想し、トラクターや選果用機械の購入・メンテナンスにかかる経費以
上に、農業労働者への賃金支払いを減らす努力をしている。
生産量の増大や経費削減による利潤追求を志向するピラールの農業経営者のなかに
は、経営者のあいだでの競争から離れて独自の営農をはじめた、ヴィニシウスのよう
な農業経営者もいる。1972年、コチア産業組合員だったヴィニシウスの父は野菜栽培
（トマト、キュウリ、ニンニク）の傍らブドウ栽培をはじめ、彼の死後はヴィニシウス
が農業経営を引き継いだが、野菜・果物の物価変動の影響を受けた同農場は、多額の
借金を苗木購入に充てた結果、倒産寸前にまで追い込まれる。しかし2000年頃には果
物栽培から完全に撤退して野菜や花卉の種苗育種事業をはじめた。というのも、大学
時代に農学部に通い交配技術に関する研究に努めたヴィニシウスは、専門分野を活か
した、ピラールの自作農地でできる農業を考えたからである。2013年のヴィニシウス
農場の経営状況について、「育種した野菜・花卉から種を採取し、鑑別し、掛け合わせ、
苗をつくるといった一連の作業工程を完了できる農場は、ラテンアメリカではウチだ
けだ」とヴィニシウスは述べる。ただし、彼によれば「種苗育種は果物栽培のように植
栽を必要としないし、ビニールハウスで作業しなければならないから、ピラールでな
ければならない理由がない」という。つまり、果物栽培に比べて土地への拘束性がな
い種苗育種に特化し、ラテンアメリカ市場を独占した単独性を追求することにより、
ヴィニシウスは利益の最大化を目指すのである。
以上のように、ピラールで農業経営者になった人々は、個々の農業経営体の利潤最
大化を目的に、個人化したことが理解できる。ピラール農村における個人化とは、ピ
ラールの農業経営者が、ネオリベラリズム的自由市場化の影響を受けて経営破綻した
コチア産業組合とスール・ブラジルに依存できなくなったことを背景に、生産量をコ
ントロールしたり、経費を削減したり、単独性を追求したりするといった、農業経営
者の営農方法の多様化を意味する。すなわちウルフによる農民－農業経営者の定義に
従えば、ピラールの中小規模農家は個々の利益のため企業運営をする「農業経営者」
であると位置づけられよう。
しかし、次節で詳しく見るように、ピラールの中小規模農家が個人主義的な「完全
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に資本化された農業経営者」であるとするには留保すべき注意点が2点挙げられる。
第一に、ピラールでの農協設立以来、農協は農業経営者に対する拘束力を持たなかっ
たため、個々の農業経営者は農協への参加／不参加の判断、あるいは脱退する選択が
できたにもかかわらず、今日、依然として農協に関与し続けているという点である。
第二に、ピラールの旧農協組合員は農協の経営破綻以降、ヴィニシウスのように品目・
品種を自由に選好できたにもかかわらず、大半の農業経営者は引き続き果物栽培に従
事し、あえて
4 4 4
農協再編成を目指し達成したことである。以下で明らかになるように、
連帯性を取り戻そうとするピラールの農業経営者の主体性からは、「農民」なるものを
志向するような、農業経営者のモラルエコノミー的な実践をみることができるだろう。
Ⅳ　農業経営者たちの連帯性の所在
アクターとしてのピラールの果物栽培農家「個人」に焦点化した結果、ネオリベラ
リズムの浸透による農協の経営破綻を契機に、農業経営者としての彼らの諸選択は多
様化し、個人化した。にもかかわらず、なぜ、彼らはあえて
4 4 4
農業経営者間の連帯を構築
しようとするのだろうか。アクターとしての「個人」の経済合理的な選択プロセスと
対置させるかたちで、本章では、農協の参加の仕方や組合員間の人間関係など農業経
営者の「組織（農協）」への関わり方に着目し、農業経営者の連帯の在処を紐解く。
経営破綻以前のコチア産業組合やスール・ブラジルは、網羅的な事業を行い農家へ
の拘束を高めたのに対して、再編成された農協とりわけAPPCは、柔軟な運営能力を
強みに彼らをひきつけた。例えば同農協の販売担当役を務めるクラウジオは、学生時
代にアメリカ農村での農業研修を活かしてブラジル国外の消費者の購買傾向を調査
してAPPC輸出会社の販路拡張に貢献したり、技術指導役のパウロは、柿の剪定方法
をAPPC内部で共有して組合員の生産効率向上に努めたりしている。あるいはAPPC
輸出会社社長のグスターボは、自身の農場の一部をAPPCの農業試験場として提供し
ている。このようなAPPC組合員の個別の主体的な貢献について、「組合員は（組合員
が）持っているものをかき集めることで協力できる」とグスターボは述べる［吉村　
2015：151］。以上のように、個々の農業経営者が主体的に情報を小出しにして組合員
間で共有する状況を鑑みるに、再編成された農協は農業経営者にとって利便性の高い
存在であると考えられる。
しかし、以下のマルセーロの発言をみるに、利便性のみで一辺倒に語ることはでき
ないことがわかるだろう。マルセーロは、「農家間で競争するよりも協力する方が揉め
事はなくなるだろう」と、APPC組合員間でおこる不調和の抑止を主張する。マルセー
ロのいう揉め事や不調和について、ピラールの農業事情に詳しいヴィニシウスは、と
あるAPPC組合員からきいた、農業経営者ロドリゴ（50代男性）に関してこう述べた。
「ロドリゴは、APPC設立当初から築いた販路を自分だけのものにしてしまい、組合員
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からの反感を買い脱退したようだ」。また、シウヴィオはロドリゴの営農の現状につい
て、「脱退以降ロドリゴは独自の農業技術を盗まれては困るかのように農場を囲う鉄
線を張り巡らし、まるで独り占めのようだ」と話す。その結果、ロドリゴにAPPC独自
の販路を奪われたという出来事を受けて、APPC組合員は、特定の情報の私有化を禁
止する規約を設けるようになったのである。つまり、特定の組合員が他の組合員を出
し抜くために、かき集められた情報を利用・私有化するという意味で「悪用」すること
が、マルセーロのいう揉め事や不調和の原因であり、それに対してAPPCは、情報の私
有化を禁止する規制を設けることにより、揉め事や不調和の抑止力として機能してい
る。
以上の事例を踏まえると、ピラールで再編成された農協は、柔軟な事業運営、つま
り個々の農業経営者の情報集積と共有による個々の農業経営体の利益率を高める機能
を備えながらも、特定の組合員が利益を独占しないようにするはたらきがある。すな
わち、ピラールの農業経営者は、個々の経営体の利潤追求のため有益な組織のあり方
を志向しつつ、情報私有化の抑止による経営者たちの連帯性を維持し続けているのだ。
Ⅴ　ネオリベラリズム的経済と世帯経済の構図
農業経営者の諸選択における「個人／組織（農協）」の構図に焦点化し、個別の経営
戦略を紹介してきた。その際、世帯を単位に複合社会における「市場経済－世帯経済」
という経済システムを解明してきた従来の農民研究を問い直すかたちで、本論では農
業経営者「個人」を単位に事例を検討した。これまでみてきた事例を踏まえて、本章で
は、農業労働者から農業経営者に「なりあがった」、さまざまな歴史・アクターからな
るピラールの果物栽培農家個々人の、諸選択における差異や共通点を考察し、ネオリ
ベラリズム的経済の要請と世帯経済の利害の対立的状況をとらえなおす。
１　連帯の創出にみる農業経営者のディレンマ
以下ではまず、「個人／組織（農協）」の各々の選択プロセスから理解できることを、
今一度指摘しておきたい。
農業経営者としての農家「個人」の営農プロセスや果物の生産方法を紐解くと、ピ
ラールの農業経営者たちは、自身の農業経営体の利潤追求を目的に経済合理的な選択
をしてきたことがわかる。特に、ブラジル政府主導の農業保護政策からネオリベラリ
ズム的政策への転換を契機に、従来ピラールの農家の連帯性を担保してきた農協は経
営破綻に追い込まれ、生産量のコントロールや経費削減など営農方法が個別化する個
人主義的営農が進展し、農家は個々の利益のため企業運営をする「農業経営者」になっ
たといえる。
しかし、彼らの「組織（農協）」への関わり方から見えてくるのは、経営破綻以降あ
4
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えて
4 4
農協の再編成を目指し、連帯性を取り戻そうとする農業経営者の主体性である。
組合員が利益を独占しないよう禁止するAPPCの運営状況をみるに、「情報共有して利
益を上げる」というAPPCの方向性自体に、各自の利益追求と連帯への志向の両方が
含まれていると理解できる。つまり、ピラールの農業経営者は、「伝統的」なものなく
して農協を中心に農業経営者間の連帯をつくる、あるいは連帯の喪失に際して再編成
を志向するという意味で、モラルエコノミー的実践者であるといえる。
以上のように、ピラールにおける、農業経営体の利益につながる農業経営者として
の「個人」の選択と、不調和の抑止を志向する農協組合員としての「組織」の選択をみ
るに、経済合理的な戦略が農業経営者間の連帯性をはぎとるのではなく、むしろ二つ
の相互作用により個々人の戦略が変化していると理解できる。ウルフやハリスの論議
に即せば、ピラールの農家はたしかに農業経営者でありながらも、農民的価値体系（連
帯の創出）を持ち合わせ、二極間を絶え間なく動く動的状態にある。つまり、ピラール
の果物栽培農家の諸選択における「個人／組織（農協）」の構図を紐解くと、かつて農
民文化（peasantry）から切り離され完全に資本化されたと考えられてきた農業経営者
は、経済合理的な選択とモラルエコノミー的実践にみられる選択のあいだで、日常的
に動的状態・ディレンマにあるという意味で、境界的な耕作者であるといえる。
２　経済合理的戦略とモラルエコノミー的実践の二重性
ピラールにおける政治的・経済的・社会的状況の変化、すなわち農業保護政策から
ネオリベラリズム的政策への転換に際して、日常的に揺れ動く境界的な耕作者の動的
状態・ディレンマとは、どのようなものなのか。ネオリベラリズム的思想に従えば、ネ
オリベラリズムの影響を受け個人化した農業経営者たちは、各々競争関係にあると想
定されるけれども、経営者間の連帯性を紐解くと実際はそう単純なものではないこと
がわかる。彼らは一方でネオリベラリズムに従属的な選択をしているけれども、他方
で連帯性を取り戻そうする非従属的な選択もしているのである。
ピラールの農業経営者にみられる、ネオリベラリズムへの従属的／非従属的な選択
の二重性は、K.ポランニーが指摘する自由の二重性と合致する。ポランニーは、私利
私欲のため公共利益に供しない自由が普遍的なものとなるなかで、いかなる社会にも
存在する規制と管理は、少人数のためでなく万人のための自由（良心の自由）を達成
できるという。換言すれば、市場規模の拡大を目指す運動の推進は、その安定性をつ
4 4 4 4 4 4 4
くりだすため
4 4 4 4 4 4
、経済から社会を切り離そうとする企てを阻止しようと自然発生的に生
じる対抗運動を招来するのである［ポランニー　2009：459］。本論に即していえば、
権力と強制の消滅が必要だと主張し利潤追求を人々に押し付けるネオリベラリズム
は、農業経営者間の規制と管理による連帯性を必然的に要求するということになる。
つまり、ネオリベラリズム的経済の勢力に対する、ピラールの農業経営者の従属的／
非従属的な選択の二重性は、二律背反の関係にはないのである。
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これまでみてきたように、ピラールの果物栽培農家は、ネオリベラリズム的経済に
おける農業経営者としての選択にみられる経済合理性と、農協組合員としての選択に
みられるモラルエコノミー的実践とのあいだで、動的状態・ディレンマにある人々で
あると考えられる。そしてこの動的状態・ディレンマの内部では、経済合理的な選択
を押し付けられつつ、その安定性を得るためモラルエコノミー的実践を希求するとい
う構図から、ネオリベラリズム的状況にあるがゆえに連帯を創出・回復するという論
理がはたらいているといえる。
Ⅵ　おわりに
本論では、「ネオリベラリズム的経済－世帯経済」の構図をとらえなおすことを目的
に、ピラールの果物栽培農家の「個人」の選択プロセスに着目し、諸選択における「個
人／組織（農協）」の構図を分析・考察した。その結果、第一にピラールの果物栽培農
家は、個々の農業経営体の利潤追求を目的に経済合理的な選択をする「農業経営者」
でありながらも、農協編成による連帯の創出を希求する、モラルエコノミー的実践者
でもあることが理解できる。第二に、個々人が農業経営者でありながらモラルエコノ
ミー的実践者であることとは、経済合理的な選択を押し付けられつつも、その安定性
を確保するため連帯を希求するという意味で、「二重性」を持つことであるといえる。
経済から社会を切り離そうとするネオリベラリズムがブラジル農村社会に浸透する
なかでの、ピラールの農業経営者のモラルエコノミー的実践を紐解くと、彼らにとっ
ての平等や公正とは、情報を共有して農協のメンバー全員が利益を上げられることで
あると理解できる。本論でみてきた事例からは、一方で世帯経済はネオリベラリズム
的経済に従属しながらも、他方で農業経営者たちにとっての平等・公正を彼ら自身が
要求することにより、ネオリベラリズム的経済に立ち向かうという意味で、二重性を
帯びているといえる。この二重性とは、ネオリベラリズム的政策によって直接的につ
くられたものではなく、ネオリベラリズムに対峙するピラールの農業経営者たちの対
応によって創出されたものであるといえよう。ピラールの農業経営者たちは、ネオリ
ベラリズム的経済の圧力に対して彼らのローカルな平等性・公正性を保護するため、
主体的に二重性を創出するというやりかたで抵抗しているのだ。
注
1） 農業技術普及センタ （ーInstituto de Pesquisas Técnica e Difusões Agropecuárias、IPTDA）の調査にもとづく
統計資料によれば、2005年の段階でCAPSは23人、ならびにスール・ブラジルは74人の農業経営者が所属
している［IPTDA－JATAKホームページ］。
2） APPCが試験的に国内市場で出荷を行うピラール・マスカットというブドウの品種は、会員のみが生産を
許可されている商品であり、栽培方法などピラール・マスカットに関する一切の情報を非公開としている。
3） 本稿で取り扱う農業経営者の名前は、すべて仮名である。
ネオリベラルな「自由」とローカルな連帯の二重性
― ブラジル南東部における日系農家の個別経営と農協編成の希求を事例として
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